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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第50期

第３四半期連結
累計期間

第51期
第３四半期連結
累計期間

第50期
第３四半期連結
会計期間

第51期
第３四半期連結
会計期間

第50期

会計期間

自　平成22年
　　３月１日
至　平成22年
　　11月30日

自　平成23年
　　３月１日
至　平成23年
　　11月30日

自　平成22年
　　９月１日
至　平成22年
　　11月30日

自　平成23年
　　９月１日
至　平成23年
　　11月30日

自　平成22年
　　３月１日
至　平成23年
　　２月28日

売上高 (千円) 6,893,6676,018,2742,127,8732,133,9108,892,128

経常利益 (千円) 232,993 110,195 99,191 116,444 348,649

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失 (△)

(千円) 126,709△65,320 83,267 △4,635 117,999

純資産額 (千円) ― ― 6,262,3906,108,7946,262,247

総資産額 (千円) ― ― 12,564,56612,236,77712,448,842

１株当たり純資産額 (円) ― ― 864.04 842.74 864.02

１株当たり四半期
(当期)純利益金額又は
四半期純損失金額 (△)

(円) 17.57 △9.06 11.55 △0.64 16.36

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 49.59 49.66 50.05

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,585,484947,095 ― ― 1,579,963

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △457,607△487,197 ― ― △523,581

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △820,045△356,155 ― ― △761,094

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 800,601 891,719 787,976

従業員数 (人) ― ― 445 411 432

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。
３．第50期第３四半期連結累計期間、第50期第３四半期連結会計期間及び第50期の潜在株式調整後１株当たり四
半期(当期)純利益金額については希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第51期第３四半期連結累計期間及び第51期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益金額については１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため
記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、連結子会社であったHSKT CO.,LTD.は清算結了したことにより、子会社ではなく

なりました。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年11月30日現在

従業員数(人) 411(67)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年11月30日現在

従業員数(人) 381(59)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称
 

生産高（千円）
 

前年同四半期比(％)

放電加工 677,274 99.1

金型 866,354 98.1

表面処理 411,906 107.9

機械装置等 294,133 142.1

合計 2,249,668 104.4

(注) １．金額は販売価格によっております。
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

当第３四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

放電加工 755,464 113.4 388,054 157.4

金型 805,850 91.3 425,191 163.1

表面処理 377,749 87.0 90,439 55.0

機械装置等 350,799 223.4 461,952 240.9

合計 2,289,864 107.0 1,365,637 158.2

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称
 

販売高（千円）
 

前年同四半期比(％)

放電加工 651,735 92.6

金型 835,543 96.6

表面処理 414,694 114.2

機械装置等 231,936 118.2

合計 2,133,910 100.3

(注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。
　

相手先

前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

三菱重工業株式会社 582,181 27.4 614,927 28.8

日本碍子株式会社 276,269 13.0 328,935 15.4

株式会社LIXIL 389,089 18.3 294,715 13.8

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、タイ王国パトゥムタニ県ナワナコン工業団地にある当社関連会社「KYODO

DIE-WORKS(THAILAND)CO.,LTD.」は、敷地および建物において浸水被害を受けました。現時点での被害総額の算定、保険

手続きを含む損益への影響について合理的な数値を算定することが困難な状況であり、当社グループへの影響の詳細に

ついては確認中です。また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」については重要な変更は

ありません。

　なお、文中の将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間（平成23年９月１日～平成23年11月30日）におけるわが国経済は、東日本大震災によ

る影響から生産活動は徐々に回復基調にありましたが、その後の原発事故に起因した電力供給の制限により、製造業

を中心に厳しい状況が続いておりました。また、米国や欧州における債務問題を背景とした海外経済の減速に加え、歴

史的な円高により先行きは予断を許さない状況で推移いたしました。

当該期間における当社グループを取り巻く業界動向は、円高の長期化により電力プラント関連の受注環境は依然

として厳しい状況にありました。

このような状況の中、当社グループは、得意先への取引深耕に努める一方、経費の見直しや業務の効率化など、あら

ゆる角度から利益創出に向けた対策を実行いたしました。特に、平成23年11月30日に発表いたしました「事業所再編

に関するお知らせ」にございますとおり、神戸事業所を閉鎖して岡山事業所への統合を進めており、更なる生産効率

の向上及び競争力の強化を目指し、経営の効率化に全力で取り組んでおります。

その結果、当第３四半期連結会計期間における業績は、売上高は2,133百万円（前年同期比0.3％増）、営業利益は

112百万円（同9.5％増）、経常利益は116百万円（同17.4％増）、四半期純損失は、特別損失として上記事業所再編等

に伴う減損損失69百万円及び工場移転費用37百万円等を計上したことにより、４百万円（前年同期は83百万円の純利

益）となりました。

　
セグメントの概況は、次のとおりであります。

なお、各セグメントの営業損益は、各セグメントに配賦することが困難な本社管理部門に係る営業費用等を控除す

る前のものであります。

①  放電加工

放電加工の主力製品であります産業用ガスタービン部品加工において、前連結会計年度第２四半期より生じ始め

た円高による影響が、当第３四半期連結会計期間でも引き続き生じたことなどにより売上高が減少しましたが、経費

の削減及び内製化の推進等による生産効率の向上により、放電加工全体では減収増益となりました。

その結果、売上高は651百万円（前年同期比7.4％減）、営業利益は134百万円（同153.7％増）となりました。

②　金型

金型の主力製品でありますセラミックスハニカム押出用金型は、ディーゼル車関連製品の需要が増加したことか

ら売上高が増加しましたが、もう一つの主力製品でありますアルミ押出用金型は、住宅リフォーム需要の減少などに

より住宅向け樹脂サッシ用金型等が減少したことから売上高が減少し、金型全体では減収減益となりました。

その結果、売上高は835百万円（同3.4％減）、営業利益は188百万円（同8.3％減）となりました。

③　表面処理

航空機エンジン部品の受注が減少いたしましたが、ガスタービン部品の増加と自動車排ガス浄化用部品が回復し

たことにより表面処理全体では増収となりました。しかし、利益面では航空機エンジン部品の減収及びガスタービン

部品関連の設備負担増加により損失額が増加いたしました。

その結果、売上高は414百万円（同14.2％増）、営業損失は61百万円（前年同期は37百万円の営業損失）となりま

した。

④　機械装置等

部品加工においては、自動車生産台数が回復したことにより売上高が増加し、機械装置ではプレス機械等の売上高

が増加したため、機械装置等全体では増収増益となりました。

その結果、売上高は231百万円（同18.2％増）、営業利益は21百万円（同166.6％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

(資産)

当第３四半期連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末に比べ103百万円減少し、4,314百万円となりまし

た。その主な要因は、現金及び預金の増加103百万円、受取手形及び売掛金の減少321百万円によるものです。固定資産

は前連結会計年度末に比べ108百万円減少し、7,922百万円となりました。その主な要因は建物及び構築物の減少121百

万円、機械装置及び運搬具の増加116百万円、土地の減少27百万円、建設仮勘定の減少82百万円であります。

(負債)

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ58百万円減少し、6,127百万円となりました。

その主な要因は、借入金の減少295百万円、未払法人税等の減少126百万円、工場移転費用引当金の増加37百万円、資産

除去債務の増加47百万円によるものであります。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ153百万円減少し、6,108百万円となりました。

その主な要因は、四半期純損失65百万円、配当金の支払額50百万円、その他有価証券評価差額金の減少21百万円、為替

換算調整勘定の減少16百万円であります。

　
(3) キャッシュ・フローの分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、第２四半期連結会計期間

末に比べ239百万円増加し、891百万円となりました。その主な内訳は営業活動による資金の増加523百万円、投資活動

による資金の減少111百万円、財務活動による資金の減少172百万円であり、当第３四半期連結会計期間における各

キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、523百万円（前年同四半期は426百万円の獲得）となりました。これは主に減価償

却費180百万円、仕入債務の増加額146百万円、減損損失69百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、111百万円（前年同四半期は150百万円の使用）となりました。これは主に、有形

固定資産の取得による支出118百万円、有形固定資産の売却による収入６百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、172百万円（前年同四半期は109百万円の獲得）となりました。これは主に、長期

借入金の減少額（純額）188百万円、短期借入金の増加額（純額）20百万円によるものであります。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更、及び新たに生じた課題はあり

ません。

　
(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は30百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(6) 経営成績に重要な影響を与える主な要因とその対応について

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、主要得意先３社で当社グループの売上高の

58.0％(平成24年２月期第３四半期連結会計期間)を占めており、これら主要得意先の受注・生産動向や外注政策が大

きく変動した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。当社グループといたしましては、主要得意

先３社以外の得意先、クロムフリー塗料、機械装置の拡販を進め、相対的にこれら主要得意先３社の比率を下げていく

所存であります。

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて売上の98.3％を占める受託加工は今後も順調に推移す

る見通しでありますが、クロムフリー塗料とプレス機械の拡販を推し進め、主要得意先３社の比率を相対的に下げる

ことでリスクの軽減を図り、景気動向に左右されないバランスの取れた事業内容の構築を目指し、業容の拡大を図っ

てまいります。 

　

(7) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループは、売上債権及びたな卸資産の圧縮を図ることによって内部資金を生み出し、借入金の返済を進める

などにより財務体質の健全化を進めてまいります。

売上債権については、売掛金債権流動化のスキームを得意先及び金融機関の協力を得て実施をいたしましたが、更

に拡大していく計画であります。

たな卸資産については、適正在庫量を定め余剰在庫を保持しないよう努めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画

の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,200,000

計 13,200,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年１月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,407,800 7,407,800
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は
100株であります。

計 7,407,800 7,407,800― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成20年９月17日取締役会決議

　

　
第３四半期会計期間末現在
(平成23年11月30日)

新株予約権の数(個) 1,882

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 188,200

新株予約権の行使時の払込金額(円) 88,200

新株予約権の行使期間
自　平成22年10月３日
至　平成26年10月２日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　 88,200
資本組入額　　 44,100

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社取締役または従業員、ならびに当
社関係会社の取締役の地位にあることを要する。ただし任
期満了による退任、定年退職、転籍、その他当社の取締役会
が正当な理由があると認めた場合にはこの限りではない。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他処分は認めないものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　当社が株式分割(株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載に同じ。)または株式併合を行う場合、次の算式

により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権

利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果１株未満の端株が生じた

場合は、これを切り捨てるものとする。
　

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による

１円未満の端数は切上げる。
　

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の

処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げる。
　

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込み金額

新株発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

さらに、上記のほか、割当日後、当社が合併等を行う場合、その他行使価額の調整が必要な場合には、当社は、行

使価額について、合理的な範囲で必要と認める調整を行うことができる。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年９月１日～
平成23年11月30日

― 7,407,800 ― 889,190 ― 757,934

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において大株主の異動は把握してお

りません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年８月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式
196,600

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
7,210,300

72,103 ―

単元未満株式
普通株式

900
― ―

発行済株式総数 7,407,800 ― ―

総株主の議決権 ― 72,103 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社
放電精密加工研究所

神奈川県厚木市
飯山3110番地

196,600 ― 196,600 2.65

計 ― 196,600 ― 196,600 2.65

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高(円) 586 830 808 689 683 555 450 350 321

最低(円) 275 460 600 604 500 404 310 295 252

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１. 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第

64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成22年９月１日から平成22年11月30日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平

成22年３月１日から平成22年11月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結会計期間

(平成23年９月１日から平成23年11月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成23年３月１日から平成23年11月30

日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成22年９月１日から平成

22年11月30日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成22年３月１日から平成22年11月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成23年９月１日から平成23年11月30日まで)及び当第３四半期連結累計期

間(平成23年３月１日から平成23年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人保森会計事務所による

四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,051,719 947,976

受取手形及び売掛金 2,546,656 2,868,037

商品及び製品 4,898 5,542

仕掛品 330,228 282,970

原材料及び貯蔵品 138,686 166,413

繰延税金資産 161,280 119,516

その他 86,618 33,713

貸倒引当金 △5,384 △5,579

流動資産合計 4,314,704 4,418,591

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,295,090 2,416,638

機械装置及び運搬具（純額） 1,431,349 1,314,419

土地 2,874,534 2,902,285

リース資産（純額） 72,135 53,313

建設仮勘定 45,976 128,327

その他（純額） 108,406 133,553

有形固定資産合計 ※1
 6,827,493

※1
 6,948,538

無形固定資産

ソフトウエア 64,796 21,546

その他 8,836 13,610

無形固定資産合計 73,632 35,156

投資その他の資産

投資有価証券 335,748 355,645

繰延税金資産 509,968 495,528

その他 194,845 215,019

貸倒引当金 △19,614 △19,639

投資その他の資産合計 1,020,947 1,046,555

固定資産合計 7,922,073 8,030,250

資産合計 12,236,777 12,448,842
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 785,743 706,917

短期借入金 2,208,500 1,954,500

未払法人税等 － 126,683

リース債務 16,104 10,999

賞与引当金 124,079 129,700

工場移転費用引当金 37,700 －

その他 621,932 446,282

流動負債合計 3,794,060 3,375,082

固定負債

長期借入金 1,305,875 1,855,750

長期未払金 134,906 －

リース債務 56,030 42,314

退職給付引当金 789,609 783,852

役員退職慰労引当金 － 129,595

資産除去債務 47,500 －

固定負債合計 2,333,922 2,811,512

負債合計 6,127,982 6,186,594

純資産の部

株主資本

資本金 889,190 889,190

資本剰余金 766,634 766,634

利益剰余金 4,638,648 4,754,446

自己株式 △131,877 △131,877

株主資本合計 6,162,595 6,278,393

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,594 19,531

為替換算調整勘定 △83,822 △67,295

評価・換算差額等合計 △85,417 △47,764

新株予約権 31,617 31,617

純資産合計 6,108,794 6,262,247

負債純資産合計 12,236,777 12,448,842
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　(2)【四半期連結損益計算書】
　　【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
 至 平成22年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
 至 平成23年11月30日)

売上高 6,893,667 6,018,274

売上原価 5,292,642 4,576,203

売上総利益 1,601,024 1,442,071

販売費及び一般管理費

運搬費 48,043 43,270

給料 522,934 527,155

賞与引当金繰入額 35,488 37,573

退職給付費用 37,500 38,986

役員退職慰労引当金繰入額 9,725 3,075

株式報酬費用 5,565 －

旅費及び交通費 64,829 69,820

減価償却費 47,856 47,216

研究開発費 112,012 67,153

その他 465,521 497,016

販売費及び一般管理費合計 1,349,476 1,331,268

営業利益 251,548 110,802

営業外収益

受取利息 1,157 424

受取配当金 1,537 1,899

受取割引料 3,236 1,861

受取賃貸料 6,348 10,985

持分法による投資利益 18,806 38,040

受取保険金 5,611 7,503

その他 11,059 8,374

営業外収益合計 47,756 69,090

営業外費用

支払利息 44,453 42,993

賃貸費用 4,136 7,718

シンジケートローン手数料 2,237 2,000

為替差損 1,810 5,652

債権売却損 10,353 7,222

その他 3,319 4,110

営業外費用合計 66,311 69,696

経常利益 232,993 110,195

特別利益

固定資産売却益 491 963

貸倒引当金戻入額 2,326 219

株式交付益 4,200 －

補助金収入 38,530 －

特別利益合計 45,547 1,182
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
 至 平成22年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
 至 平成23年11月30日)

特別損失

固定資産売却損 2,984 12,565

固定資産除却損 10,983 26,400

役員退職慰労金 － 7,286

工場移転費用 49,377 46,584

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 24,695

減損損失 － ※2
 69,022

特別損失合計 63,345 186,555

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

215,196 △75,176

法人税等 ※
 88,487

※1
 △33,679

過年度法人税等 － 23,822

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

－ △65,320

四半期純利益又は四半期純損失（△） 126,709 △65,320
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　　【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成22年９月１日
 至 平成22年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年９月１日
 至 平成23年11月30日)

売上高 2,127,873 2,133,910

売上原価 1,613,817 1,577,304

売上総利益 514,055 556,605

販売費及び一般管理費

運搬費 17,075 15,980

給料 185,681 214,693

賞与引当金繰入額 △22,573 △18,762

退職給付費用 11,787 12,748

役員退職慰労引当金繰入額 3,075 －

株式報酬費用 △215 －

旅費及び交通費 20,605 25,792

減価償却費 16,977 16,263

研究開発費 29,187 30,695

その他 149,982 147,009

販売費及び一般管理費合計 411,584 444,421

営業利益 102,471 112,184

営業外収益

受取利息 580 111

受取配当金 273 309

受取割引料 765 505

受取賃貸料 3,674 3,661

受取保険金 655 788

持分法による投資利益 10,234 16,126

その他 1,606 5,958

営業外収益合計 17,791 27,462

営業外費用

支払利息 15,553 13,202

賃貸費用 1,838 1,808

為替差損 132 4,156

債権売却損 2,435 2,171

その他 1,111 1,863

営業外費用合計 21,070 23,201

経常利益 99,191 116,444

特別利益

固定資産売却益 △5 640

補助金収入 38,530 －

貸倒引当金戻入額 － 3

特別利益合計 38,524 644
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（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成22年９月１日
 至 平成22年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年９月１日
 至 平成23年11月30日)

特別損失

固定資産売却損 － 12,290

固定資産除却損 95 2,346

役員退職慰労金 － 7,286

減損損失 － ※2
 69,022

工場移転費用 － 37,882

特別損失合計 95 128,827

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

137,620 △11,738

法人税等 ※
 54,353

※1
 △6,730

過年度法人税等 － △372

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

－ △4,635

四半期純利益又は四半期純損失（△） 83,267 △4,635
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
 至 平成22年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
 至 平成23年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

215,196 △75,176

減価償却費 558,258 495,019

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,438 △219

退職給付引当金の増減額（△は減少） 59,613 5,757

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,725 △129,595

賞与引当金の増減額（△は減少） △70,439 △5,620

受取利息及び受取配当金 △2,694 △2,324

支払利息 44,453 42,993

減損損失 － 69,022

工場移転費用引当金の増減額（△は減少） － 37,700

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 24,695

株式報酬費用 8,388 －

持分法による投資損益（△は益） △18,806 △38,040

固定資産売却損益（△は益） 2,492 11,602

固定資産除却損 10,983 26,400

その他の引当金の増減額（△は減少） 9,891 －

売上債権の増減額（△は増加） 517,211 326,380

たな卸資産の増減額（△は増加） 108,228 △18,924

仕入債務の増減額（△は減少） △100,252 78,825

長期未払金の増減額（△は減少） － 127,620

株式交付益 △4,200 －

その他 178,893 225,543

小計 1,523,506 1,201,661

利息及び配当金の受取額 14,282 8,427

利息の支払額 △43,054 △43,752

補助金の受取額 38,530 －

法人税等の支払額 52,220 △219,241

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,585,484 947,095

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △60,000 △60,000

定期預金の払戻による収入 60,000 60,000

有形固定資産の取得による支出 △435,519 △420,428

有形固定資産の売却による収入 13,872 14,561

投資有価証券の取得による支出 △4,641 △4,988

無形固定資産の取得による支出 △17,974 △52,288

長期前払費用の取得による支出 △18,655 △31,793

貸付金の回収による収入 6,244 5,620

その他の支出 △17,447 △1,311

その他の収入 16,513 3,430
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
 至 平成22年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
 至 平成23年11月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー △457,607 △487,197

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 3,580,000 4,180,000

短期借入金の返済による支出 △4,042,800 △3,890,000

長期借入れによる収入 100,000 12,000

長期借入金の返済による支出 △402,125 △597,875

配当金の支払額 △50,478 △50,478

リース債務の返済による支出 △4,641 △9,801

財務活動によるキャッシュ・フロー △820,045 △356,155

現金及び現金同等物に係る換算差額 7 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 307,839 103,742

現金及び現金同等物の期首残高 492,761 787,976

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 800,601

※
 891,719
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日)

１．連結範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更
当第３四半期連結会計期間より、HSKT　CO.,LTD.が清算結了したため

連結の範囲から除外しております。
 
(2) 変更後の連結子会社の数
１社　

２．会計処理基準に関する事項の変更 (1) 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処

理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業

会計基準第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会

社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20

年３月10日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 
(2) 「資産除去債務に関する会計基準等」の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年

３月31日）を適用しております。

これにより、営業利益は1,938千円減少し、経常利益は2,004千円減少

しており、税金等調整前四半期純損失は26,699千円増加しております。

また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は47,041

千円であります。

　

【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日)

四半期連結損益計算書関係

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目で表示しております。

 

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日)

四半期連結損益計算書関係

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日)

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に

算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度

末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸

を省略し、第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理

的な方法により算出する方法によっております。

３．固定資産の減価償却費の算出方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償

却費の額を期間按分して算出する方法によっております。

４．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以

降に経営環境等の著しい変化が生じておらず、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度末におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法

によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年

度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的

に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算して

おります。

なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

　

【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日)

（役員退職慰労金制度の廃止）

当社では役員の退職慰労金の支給に充てるため、役員退職慰労金規程に基づく要支給額を役員退職慰労引当金に計上

しておりましたが、平成23年５月24日開催の定時株主総会において役員退職慰労金の打ち切り支給議案が承認可決され

ました。これにより、役員退職慰労引当金を全額を取り崩し、打ち切り支給額の未払分を固定負債の「長期未払金」に

127,620千円計上しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成23年11月30日)

前連結会計年度末
(平成23年２月28日)

※１．有形固定資産の減価償却累計額

6,174,890千円
 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

5,901,528千円
 

２．偶発債務

下記の会社の金融機関等からの借入金に対して次

のとおり保証を行っております。

KYODO DIE-WORKS (THAILAND)CO.,LTD.95,000千円

２．偶発債務

下記の会社の金融機関等からの借入金に対して次

のとおり保証を行っております。

KYODO DIE-WORKS (THAILAND)CO.,LTD.135,000千円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日)

※　法人税等の表示方法

「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整

額」を「法人税等」として一括掲記しております。

※１．法人税等の表示方法

同左

　 ※２．減損損失

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ

は主に以下の資産グループにおいて減損損失を計上

しております。

場所 用途 種類

神戸市
西区

事業用資産
建物及び構築物、機械装置
及び運搬具、その他、ソフト
ウェア

岡山県
備前市

遊休資産 建物及び構築物、土地

岐阜県
海津市

売却予定
資　　産

建物及び構築物、機械装置
及び運搬具、土地、その他

　当社グループは減損会計の適用にあたり、原則とし

て事業用資産については、事業所単位を基準とした管

理会計上の区分に従って資産のグルーピングを行っ

ております。なお、賃貸用資産、遊休資産等について

は、個々の物件をグルーピングの最小単位としており

ます。

　当第３四半期累計期間において神戸事業所の閉鎖及

び岡山事業所への統合の意思決定がなされたことな

どから帳簿価額を回収可能額まで減額し当該減少価

額を減損損失として特別損失に計上しております。減

損損失の内訳は建物及び構築物32,137千円、機械装置

及び運搬具3,837千円、土地27,751千円、その他540千

円、リース資産4,466千円、ソフトウェア290千円であ

ります。

　なお、事業用資産及び遊休資産の減損損失の測定に

おける回収可能価額は正味売却価額により測定して

おり、このうち土地及び建物に係る正味売却価額は、

第三者により合理的に算出された市場価額に基づい

て算定しており、その他については備忘価額をもって

評価しております。

　また、売却予定資産については正味売却価額により

測定しており、その評価は契約額を使用しておりま

す。
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前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日)

※法人税等の表示方法

「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整

額」を「法人税等」として一括掲記しております。

※１．法人税等の表示方法

同左

　 ※２．減損損失

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ

は主に以下の資産グループにおいて減損損失を計上

しております。

場所 用途 種類

神戸市
西区

事業用資産
建物及び構築物、機械装置
及び運搬具、その他、ソフト
ウェア

岡山県
備前市

遊休資産 建物及び構築物、土地

岐阜県
海津市

売却予定
資　　産

建物及び構築物、機械装置
及び運搬具、土地、その他

　当社グループは減損会計の適用にあたり、原則とし

て事業用資産については、事業所単位を基準とした管

理会計上の区分に従って資産のグルーピングを行っ

ております。なお、賃貸用資産、遊休資産等について

は、個々の物件をグルーピングの最小単位としており

ます。

　当第３四半期会計期間において神戸事業所の閉鎖及

び岡山事業所への統合の意思決定がなされたことな

どから帳簿価額を回収可能額まで減額し当該減少価

額を減損損失として特別損失に計上しております。減

損損失の内訳は建物及び構築物32,137千円、機械装置

及び運搬具3,837千円、土地27,751千円、その他540千

円、リース資産4,466千円、ソフトウェア290千円であ

ります。

　なお、事業用資産及び遊休資産の減損損失の測定に

おける回収可能価額は正味売却価額により測定して

おり、このうち土地及び建物に係る正味売却価額は、

第三者により合理的に算出された市場価額に基づい

て算定しており、その他については備忘価額をもって

評価しております。

　また、売却予定資産については正味売却価額により

測定しており、その評価は契約額を使用しておりま

す。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日)

※　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成22年11月30日現在)

現金及び預金勘定 960,601千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△160,000

現金及び現金同等物 800,601

※　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成23年11月30日現在)

現金及び預金勘定 1,051,719千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△160,000

現金及び現金同等物 891,719
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成23年11月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成23年３月１日　至　平成23年

11月30日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,407,800

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 196,600

　

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

会社名
当第３四半期

連結会計期間末残高
(千円)

提出会社 31,617

　

４．配当に関する事項

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月24日
定時株主総会

普通株式 50,478 7.0平成23年２月28日 平成23年５月25日 利益剰余金

　

５．株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。　 
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日)

　

　
放電加工
(千円)

金型
(千円)

表面処理
(千円)

機械装置等
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

703,850864,518363,224196,2782,127,873― 2,127,873

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

9,97137,882 ― 674 48,527(48,527)―

計 713,821902,400363,224196,9532,176,400(48,527)2,127,873

営業利益又は営業損失(△) 52,847206,169△37,9398,032229,109(126,638)102,471

(注) １．事業区分は、製品の区分によっております。

２．各事業の主要な加工サービス・製品

(1)放電加工………… 産業用ガスタービン部品の受託加工、その他各種金属製品の受託加工

(2)金型……………… アルミ押出用金型、セラミックスハニカム押出用金型、金属プレス用金型他

(3)表面処理………… 航空機エンジン部品、ガスタービンエンジン部品の表面処理、クロムフリー塗料

(4)機械装置等……… プレス複合加工システム、デジタルサーボプレス、プレス部品の受託加工

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年11月30日)

　

　
放電加工
(千円)

金型
(千円)

表面処理
(千円)

機械装置等
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

2,575,1862,396,176884,6301,037,6736,893,667― 6,893,667

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

21,579151,058 2 7,858180,499(180,499)―

計 2,596,7662,547,235884,6331,045,5327,074,166(180,499)6,893,667

営業利益又は営業損失(△) 197,906540,775△201,355144,842682,168(430,620)251,548

(注) １．事業区分は、製品の区分によっております。

２．各事業の主要な加工サービス・製品

(1)放電加工………… 産業用ガスタービン部品の受託加工、その他各種金属製品の受託加工

(2)金型……………… アルミ押出用金型、セラミックスハニカム押出用金型、金属プレス用金型他

(3)表面処理………… 航空機エンジン部品、ガスタービンエンジン部品の表面処理、クロムフリー塗料

(4)機械装置等……… プレス複合加工システム、デジタルサーボプレス、プレス部品の受託加工
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日)

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年11月30日)

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年11月30日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成21年３月

27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日)を適用しております。

　

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは製品・加工サービスの類似性を考慮してセグメントを決定しており、「放電加工」、「金型」、

「表面処理」、「機械装置等」の４つを報告セグメントとしております。

「放電加工」は、産業用ガスタービン部品及びその他各種金属製品の受託加工、「金型」は、アルミ押出用金型及

び付属品の製造、販売、セラミックスハニカム押出用金型及び付属品の製造、販売並びに金属プレス用金型及び金型プ

レス用金型部品の製造、販売、「表面処理」は航空機エンジン部品・ガスタービン部品の表面処理受託加工、クロムフ

リー塗料の製造、販売、「機械装置等」はプレス複合加工システム、デジタルサーボプレスの製造、販売、プレス部品の

受託加工を営んでおります。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年３月１日  至  平成23年11月30日)

　 　 (単位：千円)

　
報告セグメント

調整額　（注）

１

四半期連結損

益計算書計上

額（注）２放電加工 金型 表面処理 機械装置等 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 1,773,8612,396,6581,213,762633,9926,018,274― 6,018,274

セグメント間の内部売上高又は振

替高
31,24139,8261,675 1,21073,953△73,953 ―

計 1,805,1022,436,4851,215,437635,2026,092,227△73,9536,018,274

セグメント利益又は
損失（△）

259,072517,731△180,28625,054621,572△510,769110,802

(注）１．調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しております。

これによる各セグメントに与える影響は軽微であります。
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当第３四半期連結会計期間(自  平成23年９月１日  至  平成23年11月30日)

　 　 (単位：千円)

　
報告セグメント

調整額　（注）

１

四半期連結損

益計算書計上

額（注）２放電加工 金型 表面処理 機械装置等 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 651,735835,543414,694231,9362,133,910― 2,133,910

セグメント間の内部売上高又は  

振替高
15,58117,049△745 179 32,065△32,065 ―

計 667,317852,593413,949232,1162,165,976△32,0652,133,910

セグメント利益又は      
損失（△）

134,080188,964△61,00021,412283,457△171,272112,184

(注）１．調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しております。

これによる各セグメントに与える影響は軽微であります。

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年３月１日  至  平成23年11月30日)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 621,572

全社費用(注) 510,769

四半期連結損益計算書の営業利益 110,802

(注)　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成23年９月１日  至  平成23年11月30日)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 283,457

全社費用(注) 171,272

四半期連結損益計算書の営業利益 112,184

(注)　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する事項

（固定資産の減損損失）

「放電加工」において神戸事業所（神戸市西区）を閉鎖し、岡山事業所（岡山県赤磐市）へ統合することに伴い固

定資産の一部を減損処理いたしました。また、旧岡山事業所（岡山県備前市）の土地及び建物等を減損処理いたしま

した。なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては47,742千円であります。

　「表面処理」においては、「放電加工」と同じ要因に加え、旧岐阜事業所（岐阜県海津市）の土地等を減損処理いた

しました。なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては21,280千円であります。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。　

　
(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前のものについては、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引

残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約金額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間（自　平成23年９月１日　至　平成23年11月30日）

該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成23年11月30日)

資産除去債務が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著し

い変動が認められます。

変動の内容及び当第３四半期連結累計期間における総額の増減は次のとおりであります。

　

前連結会計年度末残高(注) 47,041千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 －

その他増減額(△は減少) 459

当第３四半期連結会計期間末残高 47,500千円

　

(注)　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31日)及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用し

ているため、前連結会計年度の末日における残高に代えて、第１四半期連結会計期間の期首における残高を記

載しております。

　

(賃貸等不動産関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成23年11月30日)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認めら

れません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年11月30日)

前連結会計年度末
(平成23年２月28日)

１株当たり純資産額 842.74円
　

１株当たり純資産額 864.02円
　

　

２．１株当たり四半期純利益金額等
　第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日)

１株当たり四半期純利益金額 17.57円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

１株当たり四半期純損失金額（△） △9.06円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

(注) １．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半
期純損失金額

　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）(千円) 126,709 △65,320

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円)

126,709 △65,320

期中平均株式数(株) 7,211,200 7,211,200

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

――――― ―――――
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　第３四半期連結会計期間
　 前第３四半期連結会計期間

(自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日)

１株当たり四半期純利益金額 11.55円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円
　

１株当たり四半期純損失金額 △0.64円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

(注) １．前第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在いないため記載しておりません。

２．当第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半
期純損失金額

　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）(千円) 83,267 △4,635

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円)

83,267 △4,635

期中平均株式数 (株) 7,211,200 7,211,200

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

――――― ―――――

　

(重要な後発事象)

     　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成23年１月13日

株式会社放電精密加工研究所

取締役会　御中

監査法人保森会計事務所

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　三　　枝　　　　　哲　　印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　山　　貴　　久　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社放電精密加工研究所の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成22年９月１日から平成22年11月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年３月１日から

平成22年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社放電精密加工研究所及び連結子会社

の平成22年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成24年１月12日

株式会社放電精密加工研究所

取締役会　御中

監査法人保森会計事務所

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　三　　枝　　　　　哲　　印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　若　　林　　正　　和　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社放電精密加工研究所の平成23年３月１日から平成24年２月29日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成23年９月１日から平成23年11月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年３月１日から

平成23年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社放電精密加工研究所及び連結子会社

の平成23年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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